
○聴覚障害者に対する既存施策について
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社会資源の整備 

人材育成       環境整備       普及啓発 

意思疎通支援を行う者の養成研修事業 

（手話通訳者・要約筆記者・盲ろう者通訳介

助員） 

府・市町村職員対象手話研修 

聴覚言語障害センター運営助成事業 

字幕入り映像ライブラリー事業 

コミュニケーション支援アプリ導入事業 京都府事業として実施しているもの 

補聴機器 

コミュニ

ケーション

支援 

補装具・日常生活用具の支給 

軽・中度難聴児支援事業 

コミュニケーション支援 

  ・教育場面 

  ・就労場面 

  ・日常生活場面 
意思疎通支援事業（手話通訳者＜再掲＞・要約筆記者・

盲ろう通訳介助員派遣事業） 
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              乳幼児期・児童期の手話の獲得・習得                中途失聴者等の手話の習得 手話の獲

得・習得 

手話で学

ぶ 

南部難聴幼児サポートセ

ンター事業 

        手話によるコミュニケーション支援 

意思疎通支援事業（手話通訳者派遣事業） 

手話を使う 

各種社会参加事業 

ろうあ者日曜教室開催事業 

ろうあ者社会生活教室開催事業 

難聴者教室開催事業 

難聴者レクリエーション教室開催事業 


